
（ 下 請 負 人 に 対 す る 通 知 等 ） （ 下 請 負 人 に 対 す る 通 知 等 ）

第 十 四 条 の 三 建 設 業 者 は 、 作 成 建 設 業 者 に 該 当 す る こ と と な つ た と き は 、 遅 滞 な く 、 そ の 請 け

負 つ た 建 設 工 事 を 請 け 負 わ せ た 下 請 負 人 に 対 し 次 に 掲 げ る 事 項 を 書 面 に よ り 通 知 す る と と も

に 、 当 該 事 項 を 記 載 し た 書 面 を 当 該 工 事 現 場 の 見 や す い 場 所 に 掲 げ 、 又 は 当 該 事 項 を 記 録 し た

電 磁 的 記 録 を 当 該 工 事 現 場 の 見 や す い 場 所 に 備 え 置 く 出 力 装 置 の 映 像 面 に 表 示 す る 方 法 に よ り

当 該 下 請 負 人 の 閲 覧 に 供 し な け れ ば な ら な い 。

第 十 四 条 の 三 建 設 業 者 は 、 作 成 建 設 業 者 に 該 当 す る こ と と な つ た と き は 、 遅 滞 な く 、 そ の 請 け

負 つ た 建 設 工 事 を 請 け 負 わ せ た 下 請 負 人 に 対 し 次 に 掲 げ る 事 項 を 書 面 に よ り 通 知 す る と と も

に 、 当 該 事 項 を 記 載 し た 書 面 を 当 該 工 事 現 場 の 見 や す い 場 所 に 掲 げ な け れ ば な ら な い 。

一 ・ 二 （ 略 ） 一 ・ 二 （ 略 ）

２ 〜 ６ （ 略 ） ２ 〜 ６ （ 略 ）

（ 権 限 の 委 任 ） （ 権 限 の 委 任 ）

第 三 十 条 （ 略 ） 第 三 十 条 （ 略 ）

２ 法 第 三 十 一 条 第 一 項 及 び 法 第 四 十 一 条 の 規 定 に 基 づ く 権 限 で 建 設 業 者 の 従 た る 営 業 所 そ の 他

営 業 に 関 係 の あ る 場 所 （ 以 下 「 従 た る 営 業 所 等 」 と い う 。 ） に 関 す る も の に つ い て は 、 前 項 に 規

定 す る 地 方 整 備 局 長 及 び 北 海 道 開 発 局 長 の ほ か 、 当 該 従 た る 営 業 所 等 の 所 在 地 を 管 轄 す る 地 方

整 備 局 長 及 び 北 海 道 開 発 局 長 も 当 該 権 限 を 行 う こ と が で き る 。

（ 新 設 ）

様式第一号（第二条関係） 様式第一号（第二条関係）
（略） （略）
別紙三（第二条関係） 別紙三（第二条関係）
（略） （略）
記載要領 記載要領
「収入印紙、証紙、登録免許税領収証書又は許可手数料領収証書はり付け欄」は、収入印紙、
証紙、登録免許税領収証書又は許可手数料領収証書をはり付けること。ただし、登録免許税法
（昭和42年法律第35号）第24条の２第１項又は情報通信技術を活用した行政の推進等に関する


法律（平成14年法律第151号）第６条第５項


の規定により国土交通大臣の許可に係る登録免許
税又は許可手数料を納めた


場合にあつては、この限りでない。

「収入印紙、証紙、登録免許税領収証書又は許可手数料領収証書はり付け欄」は、収入印紙、
証紙、登録免許税領収証書又は許可手数料領収証書をはり付けること。ただし、登録免許税法
（昭和42年法律第35号）第24条の２第１項又は令第４条ただし書


の規定により国土交通大臣の

許可に係る登録免許税又は許可手数料を現金をもつて納めた


場合にあつては、この限りでない。

様式第二号（第二条、第十三条の二、第十三条の三、第十九条の八関係） 様式第二号（第二条、第十三条の二、第十三条の三、第十九条の八関係）
（略） （略）
記載要領 記載要領
１・２ （略） １・２ （略）
３ この表には、申請又は届出をする日の属する事業年度の前事業年度に完成した建設工事（以
下「完成工事」という。）及び申請又は届出をする日の属する事業年度の前事業年度末におい
て完成していない建設工事（以下「未成工事」という。）を記載すること。

３ この表には、申請又は届出をする日の属する事業年度の前事業年度に完成した建設工事（以
下「完成工事」という。）及び申請又は届出をする日の属する事業年度の前事業年度末におい
て完成していない建設工事（以下「未成工事」という。）を記載すること。

記載を要する完成工事及び未成工事の範囲については、以下のとおりである。 記載を要する完成工事及び未成工事の範囲については、以下のとおりである。
 経営規模等評価の申請を行う者の場合  経営規模等評価の申請を行う者の場合
 元請工事（発注者から直接請け負つた建設工事をいう。以下同じ。）に係る完成工事（工


事進行基準を採用している場合又は会社が顧客との契約に基づく義務の履行の状況に応

じて当該契約から生ずる収益を認識する場合にあつては、完成工事及び未成工事。以下

同じ。


）について、当該完成工事に係る請負代金の額（工事進行基準を採用している場合


 元請工事（発注者から直接請け負つた建設工事をいう。以下同じ。）に係る完成工事


に
ついて、当該完成工事に係る請負代金の額（工事進行基準を採用している場合


にあつて

は、完成工事高。以下同じ。）の合計額のおおむね７割を超えるところまで、請負代金の
額の大きい順に記載すること（令第１条の２第１項に規定する建設工事については、10
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